
令和３年度予算（案）の概要

※ 計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しないものがあります。
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令和３年度予算（案）の概要

（単位：千円、％）

51,800,000 53,700,000 △ 1,900,000 △ 3.5

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 10,994,000 10,633,000 361,000 3.4

国民健康保険特別会計（ 直診勘 定） 162,000 181,000 △ 19,000 △ 10.5

後 期 高 齢 者 医 療 保 険 特 別 会 計 1,457,000 1,447,000 10,000 0.7

介 護 保 険 特 別 会 計 11,872,000 11,997,000 △ 125,000 △ 1.0

休 日 急 患 診 療 所 特 別 会 計 40,000 43,000 △ 3,000 △ 7.0

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 1,320,000 1,342,000 △ 22,000 △ 1.6

合 計 25,845,000 25,643,000 202,000 0.8

病 院 事 業 会 計 18,986,360 21,485,992 △ 2,499,632 △ 11.6

老 人 保 健 施 設 事 業 会 計 519,804 510,224 9,580 1.9

公 共 下 水 道 事 業 会 計 8,212,667 8,200,939 11,728 0.1

合 計 27,718,831 30,197,155 △ 2,478,324 △ 8.2

105,363,831 109,540,155 △ 4,176,324 △ 3.8

令和２年度
B

増減
C＝A-B

伸び率
C／Ｂ

総 合 計

令和３年度
A
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（１）市民の安全・安心を確保しつつ未来への一歩を踏み出すとともに、総合
計画の着実な推進に向けたメリハリのある予算を編成
感染拡大防止の徹底や市民生活の支援・経済活動の回復の取組を継続することで、市民の安心・安全を確保
しつつ、ウィズコロナ・ポストコロナ時代に向けた「新たな日常」を見据えた未来へつながる取組を強化すること
で、総合計画の着実な推進に向け、費用対効果の高いメリハリのある政策型予算を編成。

（２）人口動態や歳入規模に見合った歳出構造への転換による財政の自立性
と健全性を堅持
新型コロナウイルス感染症の影響に伴う市民税や固定資産税の減収により市税が５億円減少

合併算定替の終了及び令和２年国勢調査人口の減少により普通交付税が３億円縮小

一般会計 予算規模 ５１８億円 前年度予算比 △１９億円 △３．５%

「財政計画」（令和元年度見直し）に沿った財政規律の確保
 投資的経費の適正化、進度調整 Ｒ３年度 ３６．７億円[財政計画 ６３億円]

 公債費負担の軽減と市債残高の抑制
• 市債残高（予算ベース） Ｒ２ ４７７．８億円 [財政計画４８０．５億円]

→Ｒ３ ４７１．１億円（△６．７億円） [財政計画４８０．４億円]

• 基礎的財政収支 ９．９億円の黒字（Ｒ２ ２．３億円の黒字）

 基金の活用 公共施設等保全整備基金２．７億円のほか各種特定目的基金及び減債基金の繰入、財政調整基金の確保

（３）令和２年度３月補正と一体的に予算を編成
公共施設の改修や役割を終えた施設の解体、行政デジタル化の推進等の喫緊の課題について、令和２年度
３月補正予算へ前倒しして編成し、令和３年度当初予算と一体的に編成。

令和３年度予算（案）のポイント
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令和３年度における施策推進の取組姿勢

日常の安心＆新たな日常の創造
⃬ 安心して住み続けられるまちへ ⃬

令和３年度は、新型コロナウイルス感染症の影響がある中でも、毎日が安心して暮らせるよう、まずは、令和２年

度に予算化し、取り組んでいる「感染症から市民生活を守る対策」に、引き続いて取り組みます。

そのうえで、人口減少や少子高齢化など、今までに経験したことがない暮らしや経済の諸課題に、きめ細かに対応

するほか、「新たな日常」を見据え、新しい社会に対応する「変革」を進めていけるよう、「行政のデジタル化」や

「移住交流の推進」といった未来へとつながる取組を強化することで、ウィズコロナ、ポストコロナでの「安心して

住み続けられるまちづくり」を進めます。

１.「日常」の安心・くらし経済支援

地域で安心して医療が受けられる「医療体制」の充実や、地域で支え合う「地域共生社会」に向けた仕組みづくり、
安心して子どもを育む「子育て支援」や「防犯防災」体制の強化のほか、「就労・起業」の支援や地域の「活力創
出」など、様々な諸課題に、きめ細かに取り組みます。

■医療体制の充実 ：産婦人科医・小児医療体制確保、移植ドナー支援助成

■地域共生社会の推進：重層的支援体制整備、認知症カフェ開設、福祉介護人材確保、訪問等介護サービス確保（中山間地域）

■子育て支援 ：多胎児家庭支援、待機児童対策（放課後児童クラブ民間参入・保育士奨学金）

■防犯防災体制強化 ：安全安心のまちづくり推進事業交付金、告知放送システム更改、防災重点ため池耐震診断

■インフラ整備 ：市営住宅北新団地建替整備事業、豊公園再整備事業、地福寺神照線整備事業、南田附神前線整備事業

①「安心」して暮らせるまちづくり
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■起業支援：空き店舗スタートアップ支援、創業支援資金保証料補給事業

■就労確保：働く女性応援、女性の活躍応援プロジェクト、労働力マッチング支援

■活力創出：中心市街地活性化ミライビジョン、田村駅周辺空間活用事業、丹生ダム建設事業中止に伴う地域振興事業

②「産業・経済」基盤強化、活力の創出

２.未来への変革・新たな「日常」創造

ポストコロナ期に向け、「行政デジタル化」と「民間活力の導入」を推進することで、市の業務の利便性や効率性
を高め、行政の変革による市民サービスの向上を図ります。また、移住支援体制の整備に加え、新たな観光スタイル
での交流やリモートワークを行う企業・人材の誘致を図る「移住交流」を推進し、長浜市が培ってきた暮らしの文化
や生業に新たな視点を加えることで、ビジネスの創出、文化・経済活動の活性化による未来に向けた地域づくりをめ
ざします。

①行政デジタル化・民間活力導入促進

●行政デジタル化専門人材確保 ●保育業務支援システム導入 ●市民公開地理情報システム拡充

●証明書交付窓口の一元化 ●しょうがい福祉窓口民間委託

②ふるさと移住交流の推進

●体験型観光推進 ●ワーケーション推進 ●観音の里祈りと暮らしの文化伝承

●東京－長浜リレーションズ（関係人口による地域課題解決） ●ふるさと納税返礼品拡充

●移住コンシェルジュ設置など移住支援体制の整備 ●移住支援補助金・結婚新生活支援補助金

■新型コロナウイルス感染症対策
ワクチン接種をはじめ、各施設や病院、学校での衛生対策により、新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図るほ

か、感染症の影響から、市民生活や産業を守る取組を行います。

■感染拡大防止 ：新型コロナウイルス感染症ワクチン接種、衛生物品（マスク、消毒液等）の確保と備蓄

■生活・産業支援：在宅環境改善住宅改修支援助成金、新生児特別臨時給付金

農業者収入保険加入促進（令和３年度でも予算化）

（令和２年度に予算化し、引き続き取り組む事業）
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（単位：百万円） 一般会計予算額の推移

補正予算（政策的経費）

当初予算
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予算額は５１８億円で、予算規模は１９億円の縮小
• 令和３年度当初予算は、前年度から１９億円の減（△３．５%）となりました。

• 安定した給食提供を行うための学校給食の公会計化や、地域住民が抱える複合・複雑化した課題を包括的
に支援するための重層的支援体制の整備に伴う経費が増加した一方、湖北広域行政事務センターの斎場整
備負担金や市債の繰上償還額等の大幅な減少により、予算規模は縮小しました。

• 令和２年度で普通交付税の合併算定替が終了したことから、今後、財政計画の基調に沿って、適切に財政規
模を縮小させていく必要があります。新型コロナウイルス感染症を一つの契機とし、事業の必要性や手法等に
ついてゼロベースで検討しつつ、限られた財源を効率的・効果的に活用しながら、引き続き、持続可能な行財
政運営を進めていきます。

一般会計予算の状況と推移

△3.3%
49,702 △0.7%

＋1.0%

＋6.4% △2.4%
51,927

△1.1% △0.4%
△0.9%

＋4.3%
52,900

△0.8%
＋2.3%

△3.5%



16,080 

市税
16,595 

13,200 

地方交付税
13,500 

6,806 

国庫支出金
6,529 

3,858 

県支出金
3,815 

3,522 

市債
4,959 

2,391 

繰入金
3,289 

5,942 

その他
5,013 

51,800 

53,700 

R3年度

R2年度
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・市税は前年度比５億１５百万円減
新型コロナウイルス感染症の影響による給与所得や事業所得の減少に伴う個人市民税の大幅な減収が見込まれるほか、固定
資産税についても、令和２年度の徴収猶予分を超える減収が見込まれることから、市税全体で△３．１%となりました。

・地方交付税は前年度比３億円減
普通交付税は国勢調査人口の減少等により３億円減少、特別交付税は前年同額を見込み、△２．２%となりました。

・国庫支出金は前年度比２億７８百万円増
市営住宅の整備や重層的支援体制の整備に伴い、＋４．３%となりました。

・市債は前年度比１４億３７百万円減
国の地方財政対策等に伴う臨時財政対策債の増加や市営住宅の整備に伴う市債発行を予定しているものの、湖北広域行政事
務センターの斎場整備に伴う市債の大幅な減少により、△２９．０%となりました。

・繰入金は前年度比８億９８百万円減
幼児保育職の職場環境改善を図るためのシステム導入により地域福祉基金の繰入れが増加する等、一部の特定目的基金の繰
入れが増加した一方、市債の繰上償還を行うための減債基金の繰入れが減少するなど、基金全体で△２７．３%となりました。

一般会計歳入の状況

△515
(△3.1%)

△300
(△2.2%)

+278
(+4.3%)

+44
(+1.1%)

△1,437
(△29.0%)

△898
(△27.3%)

+928
(+18.5%)

△1,900
(△3.5%）

（単位：百万円）



31.0 
30.9 
31.5 
31.2 
32.8 
32.1 
31.7 
33.0 

31.6 
34.4 
35.5 

33.5 

0.9 
0.9 
1.7 
1.7 

1.7 
1.7 
2.1 

2.1 
2.1 

2.3 
2.3 

2.1 

8.0 
8.5 
7.9 
8.4 

8.5 
7.0 

4.4 
7.3 
9.7 
3.9 
3.8 
8.4 

7.2 
6.1 
5.3 
5.3 

5.3 
5.4 

4.7 
3.8 
3.2 

3.6 
3.5 

3.5 

25.5 
25.1 
26.1 
25.9 

27.2 
28.7 

29.0 
27.1 

24.2 
26.3 
25.7 

28.8 

20.6 
19.3 

20.6 
19.1 

18.8 
20.2 

20.4 
18.4 

17.2 
18.1 

20.3 
17.0 

6.8 
9.2 
6.9 

8.5 
5.6 
4.8 

7.8 
8.3 

12.0 
11.4 

8.9 
6.7 

R3

R2

R1

H30

H29

H28

H27

H26

H25

H24

H23

H22

歳入構成割合
市税 分担金・負担金・使用料 その他 地方譲与税等 地方交付税 国県支出金 市債

16,659 17,554 17,206 16,804 17,121 16,300 16,406 16,617 16,508 16,520 16,595 16,080 

14,326 12,742 13,140 12,870 14,091 14,870 14,700 13,800 13,700 13,700 13,500 13,200 

2,300 2,970 2,509 2,500 
2,780 2,500 2,000 2,000 1,850 1,500 1,400 2,100 

33,285 33,265 32,855 32,174 
33,991 33,670 33,106 32,417 32,058 31,720 31,495 31,380 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

主要一般財源の推移
市税 地方交付税 臨時財政対策債 （単位：百万円）
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自主財源比率は前年度比０．４ポイント低下

・自主財源比率は３９．９%となり、前年度比△０．４ポイントとな
りました。比率が低下した要因として、減債基金繰入金などの
基金繰入金が１．５ポイント減少したこと等により自主財源が減
少したこと、及び市営住宅の整備や重層的支援体制の整備
等に伴う国庫支出金が０．９ポイント増加するなどし、依存財源
が増加したことによるものです。

・地方交付税が全体の２５．５%を占めており、市税に次ぐ構成
割合になっています。引き続き、交付税に依存しない自立した
財政運営が求められています。

一般会計予算歳入の状況

主要一般財源は全体で前年度から１億１５百万
円の減少

・市税は、新型コロナウイルス感染症の影響により給与所得や
事業所得の減少に伴う個人市民税の減収が見込まれること等
から５億円減少しました。また、臨時財政対策債は、合併算定
替の終了に伴う算定方法の変更や、地方財政措置の引き上
げ等に伴い７億円増加しました。なお、主要一般財源全体で
は△０．４%となりました。

・今後も主要一般財源はさらに減少していく傾向にあることか
ら、新型コロナウイルス感染症による影響をはじめとした今後
の社会経済情勢を注視しつつ、持続可能な財政運営を図る
必要があります。

（単位：％）

自主財源 ← → 依存財源



10,713 9,630 9,633 9,688 10,661 11,018 11,530 11,887 12,109 12,431 12,885 12,200 

2,472 
2,090 2,256 2,583 

2,828 2,607 2,240 2,261 2,118 1,682 1,614 2,100 

5,475 
5,887 5,704 5,611 

4,950 3,610 2,223 1,372 805 297 53 0 

18,660 
17,607 17,593 17,882 18,440 

17,235 
15,993 15,520 15,031 14,410 14,552 14,300 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

普通交付税の推移
※H22～R1は決算ベース、R2は決算見込ベース、R3は試算額ベース

普通交付税（一本算定） 臨時財政対策債（一本算定） 合併特例措置

5,429 5,388 5,671 5,615 5,530 5,546 5,575 5,637 5,782 5,869 5,838 5,482 

2,926 2,637 1,554 1,291 1,444 1,363 1,355 1,250 1,159 1,098 814 729 

8,380 8,434 
8,225 8,267 8,221 8,013 7,983 8,097 7,979 8,070 8,040 7,987 

1,690 1,837 
1,807 1,920 1,900 1,882 1,904 1,872 1,864 1,898 1,903 1,881 

18,424 18,296 
17,257 17,093 17,095 16,804 16,817 16,856 16,785 16,935 16,595 16,080 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

市税の推移
※H22～R1は決算ベース、R2～は当初予算額ベース

個人市民税 法人市民税 固定資産税 その他

8

市税は全体で前年度から５億１５百万円の減少

・個人市民税は新型コロナウイルス感染症の影響に伴う
給与所得及び事業所得の減少等により３億５６百万円の減
（△６．１%）となりました。

・法人市民税は新型コロナウイルス感染症の影響や税制
改正に伴う法人税割の税率引下げ等により８５百万円の減
（△１０．４%）となりました。

・固定資産税は、地価下落の影響や評価替え並びに軽減措
置等の影響を受け、現年度分は３億２１百万円の減収が見込
まれるものの、令和２年度の徴収猶予分が２億６８百万円見込
まれることで、全体として５３百万円の減（△０．７%）となりました。

一般会計予算歳入の状況

普通交付税・臨財債は国勢調査人口の減少等
により減少

・普通交付税は、令和２年国勢調査における本市の人口が減
少したことや、過去に発行した起債の償還に対する交付税措
置の終了等により基準財政需要額の減少が見込まれることか
ら１２２億円と見込み、３億円の減（△２．４%）となりました。

・臨時財政対策債は、国の地方財政対策等により２１億円を見
込み、７億円の増（+５０．０%）となりました。

・普通交付税は、今後も人口減少が予想されることから、引き
続き、総額は減少していく傾向にあります。

（単位：百万円）

（単位：百万円）



20,211 

民生費
19,997 

4,851 

衛生費
7,112 

5,416 

総務費
5,281 

4,511 

公債費
5,189 

5,624 

土木費
5,169 

5,581 

教育費
5,107 

2,166 

消防費
2,573 

3,440 

その他
3,272 

51,800 

53,700 

R3年度

R2年度

9

一般会計歳出の状況（目的別）

△2,261
(△31.8%)

△407
(△15.8%)

・衛生費は前年度比２２億６１百万円減
衛生費は、病院事業の大規模改修に係る元利償還金に対する負担金や、受診者数の減少に伴う休日急患診療所特別会計繰
出金が増加したものの、湖北広域行政事務センターの斎場整備負担金が減少したこと等により、前年度から△３１．８%となりました。

・公債費は前年度比６億７８百万円減
公債費は、計画的な繰上償還の実施により通常償還金は１億５４百万円減少し、かつ、令和３年度は繰上償還金の４億６３百万円
減少により、前年度比△１３．１%となりました。

・土木費は前年度比４億５５百万円増
土木費は、市営住宅の整備事業費や公共下水道事業会計負担金が増加することから、前年度比＋８．８%となりました。

・教育費は前年度比４億７５百万円増
教育費は、虎姫学園の開設に伴う改修経費等が減少したものの、安定した給食提供を行うための学校給食の公会計化に伴う経
費や長浜伊香ツインアリーナの第２期整備事業費が増加したため、前年度から＋９．３%となりました。

・予備費は前年度比１億円増 （「その他」の内数）

予備費は、予期せぬ財政需要に備えるため、前年度から＋２００．０%となりました。

（単位：百万円）

+214
(+1.1%)

+135
(+2.6%)

△678
(△13.1%)

+455
(+8.8%)

+474
(+9.3%)

+168
(+5.1%)

△1,900
(△3.5%）



10,108 

人件費
9,963 

11,361 

扶助費
11,436 

4,511 

公債費
5,189 

3,657 

普通建設事業費
3,504 

6,895 

物件費
6,266 

8,787 

補助費等
10,941 

5,035 

繰出金
5,075 

1,446 

その他
1,326 

51,800 

53,700 

R3年度

R2年度

10

・公債費は前年度比６億７８百万円減
公債費は、これまでから積極的に行ってきた繰上償還により将来負担の軽減が図られたことで、繰上償還分を除いた元利償還
金が減少しました。また、繰上償還額の減少により、前年度から△１３．１%となりました。

・普通建設事業費は前年度比１億５３百万円増
同報系防災行政無線整備事業費や幹線市道の整備事業費等が減少したものの、市営住宅整備事業費や長浜伊香ツインア
リーナ第２期整備事業費等が増加したことにより、前年度から＋４．４%となりました。

・物件費は前年度比６億２９百万円増
学校施設のシステムサーバ更新等に要する経費は減少したものの、学校給食の公会計化に伴う経費や、地域住民が抱える課
題を包括的に支援するための重層的支援体制整備事業費等が増加したことにより、前年度から＋１０．０%となりました。

・補助費等は前年度比２１億５４百万円減
資本費平準化債の減少に伴い公共下水道事業会計負担金が増加したものの、斎場整備事業に係る湖北広域行政事務セン
ター負担金が減少したこと等により、前年度から△１９．７%となりました。

一般会計歳出の状況（性質別）

+145
(+1.5%)

△75
(△0.7%)

△678
(△13.1%)

+153
(+4.4%)

+629
(10.0%)

△2,154
(△19.7%)

△40
(△0.8%)

+120
(+9.0%)

（単位：百万円）

△1,900
(△3.5%）
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H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

市債残高・投資的経費・市債発行額の推移
※H22～R1は決算ﾍﾞｰｽ、R2は3月補正予算案ﾍﾞｰｽ、R3は当初予算ベース

市債残高 投資的経費（右軸） 市債発行額（臨時財政対策債除く）（右軸）

10,108 

9,963 

8,114 

8,112 

8,028 

8,125 

8,014 

7,437 

7,438 

7,580 

7,699 

7,801 

11,361 

11,436 

11,241 

11,167 

10,811 

10,577 

10,507 

10,207 

10,086 

10,143 

9,953 

8,567 

4,511 

5,189 

4,122 

5,383 

6,019 

5,669 

5,262 

7,418 

8,913 

6,775 

7,264 

7,521 

3,671 

3,504 

6,587 

4,408 

3,374 

4,440 

5,797 

5,922 

6,569 

5,628 

4,406 

2,586 

R3

R2

R1

H30

H29

H28

H27

H26

H25

H24

H23

H22

義務的経費と投資的経費の推移
人件費 扶助費 公債費 投資的経費

11

義務的経費は減少し、投資的経費は若干増

・義務的経費は、会計年度任用職員制度の平年度化等により
人件費が増加するものの、扶助費は、少子化の影響のほか、
不用額の圧縮等により減少へと転じました。また、公債費は通
常償還分、繰上償還額ともに減少となっています。以上により、
全体として６億８百万円減少しました。

・投資的経費は、同報系防災行政無線や南田附神前線等の
整備費が縮小するものの、北新団地整備事業や長浜伊香
ツインアリーナ第２期整備事業の増加等により、前年度から
１億６８百万円増加しています。

一般会計予算歳出の状況

投資的経費の減少に合わせ、市債発行額も減
少

・投資的経費については、合併から１０年の節目を迎える令和
２年度までは合併特例債を活用した大型建設事業を中心に
実施してきましたが、令和３年度は道路維持・長寿命化、公共
施設の保全に対し、重点的に予算を措置しています。

・市債の発行にあたっては、公共施設等の保全事業等に対し、
地方財政措置の有利な市債を活用したことに加え、緊急自然
災害対策事業債や緊急浚渫推進事業債等、時限的かつ交付
税措置率の高い市債についても積極的に活用しています。な
お、湖北広域行政事務センターの斎場整備負担金に対する
市債が減少したことから、市債発行総額は減少しました。

（単位：百万円）

（単位：百万円） （単位：百万円）

義務的経費 ← → 投資的経費
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市債残高・市債依存度
※H22～R1は決算ﾍﾞｰｽ、R2は3月補正予算案ﾍﾞｰｽ、R3は当初予算ベース

市債残高 市債依存度（右軸）

4,197 

2,876 

1,076 

2,538 
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1,280 

3,212 3,165 

873 498 230 
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基礎的財政収支の推移

基礎的財政収支（右軸） 基礎的財政収入 基礎的財政支出

12

市債残高は４年振りの減少

・市債残高は、平成３０年度から令和２年度にかけて合併特例
債等を活用した大型建設事業が集中したことにより増加傾向
にありましたが、計画的な繰上償還や令和３年度借入予定額
の減少により、前年度比６億７０百万円の減少（△１．４%）へと
転じました。

・元金償還金を越えて市債を発行すると、市債残高及び市債
償還額の増加により将来的に財政の硬直化を誘発することに
なります。このため、投資的事業の実施にあたっては、今後も
地方財政措置の有利な市債を最大限活用しながら、計画的
な繰上償還の実施により市債残高の抑制を図ることで、投資
的事業の推進と財政の健全化を両立していきます。

令和３年度市債の状況

基礎的財政収支は９億８９百万円の黒字

・基礎的財政収支（プライマリーバランス）とは、一般会計にお
いて、歳入総額から市債発行額を差し引いた金額と、歳出総
額から公債費を差し引いた金額のバランスをいいます。

・令和３年度の基礎的財政収支は、９億８９百万円の黒字と
なっています。

・令和３年度は、大型建設事業の終了により借入予定額が減
少したことに加え、これまでから積極的に行ってきた繰上償還
により将来負担の軽減が図られたことで、プライマリーバランス
の改善へと転じました。今後も計画的な繰上償還による公債
費の削減に継続的に取り組むなど、引き続き、基礎的財政収
支の黒字を維持し、財政の健全性を堅持していきます。

（単位：％）（単位：百万円）

（単位：百万円）（単位：百万円）



13

令和３年度各基金の状況（一般会計）

基金とは、財政運営を計画的に行うため、あるいは特定の目的のために、資金の維持や積立を行うもので、家計における預貯金に相当

するものです。積立てられた資金や運用利子は、様々な事業の財源として活用しており、現在20種類（令和3年3月議会における基金条例

上程案件1件含む) の基金により運用管理を行っています。

令和３年度は、一部事務組合の湖北広域行政事務センターの斎場整備等といった大型の建設事業が終了したことから、公共施設等整

備基金等の繰り入れが減少したものの、市債の繰上償還の実施や、計画的に実施する施設の改修・維持保全等に充当するため、減債基

金や公共施設等保全整備基金等それぞれの使途に応じた基金の繰入れを行います。

本市では、地方交付税の合併算定替えの終了や人口減少に伴い経常的な財源が減少する中で、引き続き、暮らしやすさを維持・向上

させるための施設改修や、行政改革大綱の方針に基づき繰上償還等を実施していく必要があります。今後も健全な財政運営を行いなが

ら、行政改革や経費節減等により生み出した財源を計画的に積み立てるとともに、事業の実施を円滑に行っていけるよう計画的な基金の

活用を行っていきます。
（単位：千円）

積立財源 主な充当事業

大規模な災害や不測の事態の財政需要に備えると
ともに、市財政の調整を図り、健全な運営に資する
財源

5,296,606 13,703 運用収益（利子） 0 5,310,309 13,703

市債償還の財源 6,053,021 17,057 運用収益（利子） 1,336,842 市債の繰上償還金 4,733,236 △ 1,319,785

職員退職手当基金 市職員の退職手当に必要な財源 1,908,566 4,173 運用収益（利子） 0 1,912,739 4,173

ふるさと振興基金
市の歴史、文化及び自然を生かした魅力あるふるさ
とづくりを推進する事業 493,249 1,064 運用収益（利子） 10,750

街並み景観形成事業、夜の賑わいづ
くり推進事業 483,563 △ 9,686

地域福祉基金
市民の福祉の向上並びに健康の保持及び増進に
資する事業 3,092,872 0 250,967

病院事業会計負担金、認定こども園
管理費 2,841,905 △ 250,967

文化芸術振興基金 文化及び芸術の振興を目的とする事業 110,026 0 17,733 文化芸術活動振興事業 92,293 △ 17,733

教育施設整備基金 教育施設の整備 2,144,788 4,610 運用収益（利子） 0 2,149,398 4,610

協働でつくる長浜まちづくり
基金

市民と協働でつくる輝きと風格のあるまちづくりを推
進する事業 4,153,272 0 0 4,153,272 0

増減額

財政調整基金

減債基金

基　金　の　名　称 基金の使途
令和2年度末
現在高（見込）

令和3年度積立額（予算額） 令和3年度取崩額（予算額） 令和3年度末
現在高（見込）

特
定
目
的
基
金
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（単位：千円）

積立財源 主な充当事業

丹生ダム対策基金
丹生ダム建設に伴う水源地域整備計画事業、丹生
ダム建設 75,387 2,795

水資源機構行政補償金、運用収益
（利子） 1,501 地域整備事業 76,681 1,294

電源立地地域対策交付金
等事業基金

電源立地地域対策交付金や電源立地等推進対策
交付金により整備した公共用施設の修繕、維持補
修、運営

24,600 1 運用収益（利子） 9,950
プール施設維持管理経費、夜間照明
施設維持管理経費 14,651 △ 9,949

地球温暖化対策推進基金
自然エネルギー施設の導入などの地球温暖化対策
を推進する事業 38,662 640 運用収益（利子） 17,169 再生可能エネルギー導入促進事業 22,133 △ 16,529

過疎地域自立促進特別事
業基金

過疎地域自立促進計画に掲げる過疎地域自立促
進特別事業 61,890 190 運用収益（利子） 7,000 過疎地域振興事業支援交付金 55,080 △ 6,810

公共施設等保全整備基金 市が所有する建築物等の改修、維持保全、整備 2,452,483 5,194 運用収益（利子） 270,859
道路維持管理事業、農業用施設等
維持管理事業、林道治山維持管理
事業

2,186,818 △ 265,665

地域の元気づくり基金
緊急経済対策に係る公共投資や多様な地域資源を
活用した地域経済の循環の創出を円滑に行い、本
市の産業力の底上げを図る事業

454,292 0 17,641
地域経済活性化対策事業、商業振
興対策事業、まちなか居住推進事業 436,651 △ 17,641

まち・ひと・しごと創生総合
戦略推進基金

人口ビジョンやまち・ひと・しごと創生総合戦略に基
づく人口減少対策と地域の活性化を図る事業 522,083 5,014 運用収益（利子） 213,329

市民で支える小学校給食費補助金、
都市ブランド力向上事業、観音文化
振興事業

313,768 △ 208,315

公共施設等整備基金
公共施設の整備や公共用地の取得、一部事務組
合の公共施設の整備や公共用地の取得に対する
負担金

5,422,245 12,289 運用収益（利子） 148,250
スポーツ施設整備事業、市営住宅整
備事業、地福寺神照線整備事業 5,286,284 △ 135,961

保育士等確保緊急対策基
金

教育・保育施設における教育・保育の提供に携わる
者の確保やその有する優れた資質能力の確保に係
る事業

44,228 123 運用収益（利子） 11,040 子ども・子育て支援事業 33,311 △ 10,917

子ども未来教育基金
子どもたちの確かな学力、豊かな心及び健やかな
体を育むことを目的とし、教育のより一層の推進及
び充実を図る事業

788,417 1,797 運用収益（利子） 8,019 大型提示装置整備事業（中学校） 782,195 △ 6,222

新型コロナウイルスに立ち
向かう医療従事者を応援
する基金

新型コロナウイルス感染に立ち向かう医療従事者
の方々に感謝と尊敬の気持ちを市民みんなで伝
え、応援する事業

35,172 50 運用収益（利子） 0 35,222 50

デジタル化推進基金
デジタル技術を活用し、市民サービスの利便性向
上及び行政運営の効率化を図る事業 600,000 2,500 運用収益（利子） 0 602,500 2,500

33,771,859 71,200 2,321,050 31,522,009 △ 2,249,850合　　　計

基金の使途
令和2年度末
現在高（見込）

令和3年度積立額（予算額） 令和3年度取崩額（予算額） 令和3年度末
現在高（見込）

基　金　の　名　称

特
定
目
的
基
金

増減額

《今後の方針》

財政調整基金 ・・・ 大規模な災害や不測の事態の財政需要に備えるため、引き続き、積み立てを行う予定をしています。

減債基金 ・・・ 公債費の償還に支障が生じないよう、引き続き、市債の繰上償還の財源としての取り崩しを予定しています。

特定目的基金 ※一部のみ

（公共施設等整備基金） ・・・ スポーツ施設や市営住宅、都市計画関連施設等の整備のための取り崩しを予定しています。

（公共施設等保全整備基金） ・・・ 老朽化の進む公共施設の改修や、道路などといったインフラ施設を維持補修するための取り崩しを予定しています。

（地域福祉基金） ・・・ 地域医療の維持や地域共生社会の推進、幼児保育職の働きやすい職場環境整備等を実施するための取り崩しを予定しています。


